
第73期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

・ 連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

・ 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきまして
は、法令および当社定款の定めにより、当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.st-c.co.jp/company/ir/meeting.html）に掲載することにより
株主の皆様へご提供しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　７社
・連結子会社の名称　　　　　　　エステートレーディング株式会社

エステービジネスサポート株式会社
エステーマイコール株式会社
Ｓ．Ｔ．（タイランド）
ファミリーグローブ（台湾）
エステーコリアコーポレーション（韓国）
シャルダン（タイランド）

②　非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称等　　ＺＥＴＡ　Ｓ．Ｒ．Ｌ．（イタリア）

日本かおり研究所株式会社
なお、当連結会計年度における非連結子会社の異動は増加１社であり、
内容は以下のとおりであります。
（持分取得による増加）

ＺＥＴＡ　Ｓ．Ｒ．Ｌ．（イタリア）
・連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも
連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除
外しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　　　　３社
・会社等の名称　　　　　　　　　シャルダン（フィリピン）

愛敬Ｓ．Ｔ．（韓国）
ＮＳファーファ・ジャパン株式会社
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②　持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況
・主要な会社等の名称　　　　　　ＺＥＴＡ　Ｓ．Ｒ．Ｌ．（イタリア）

日本かおり研究所株式会社
・持分法を適用しない理由　　　　当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が
軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲
から除外しております。

③　持分法適用手続きに関する特記事項
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類

を使用しております。
⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、Ｓ．Ｔ．（タイランド）、ファミリーグローブ（台湾）、エステーコリアコーポレ
ーション（韓国）およびシャルダン（タイランド）の決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作
成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31
日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券（投資有価証券を含む）
その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており
ます。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
なお、債券については償却原価法（定額法）を採用しております。

ロ．たな卸資産　　　　　　　　　当社および国内連結子会社は、主として総平均法による原価法（貸借
対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を、
また、在外連結子会社は、主として総平均法による低価法を採用して
おります。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社および国内連結子会社は定率法（ただし、1998年４月１日以降に
取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備および構築物は定額法）を、また、在外連結子
会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ２～17年
工具、器具及び備品 ２～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（主として５年）に基づいております。

　　　ハ．リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用してお
ります。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　当社および国内連結子会社は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債
権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し回収不能見込
額を計上しております。また、在外連結子会社は主として回収不能見
込額を計上しております。

ロ．返品調整引当金　　　　　　　当社および国内連結子会社は、決算期末日後の返品損失に備えるため、
過去の返品率等を勘案した将来の返品による損失予想額を計上してお
ります。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　当社は、役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しております。

ニ．役員株式給付引当金　　　　　当社は、内規に基づく執行役への当社株式の交付に備えるため、当連
結会計年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により
按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用
　　　　　　　　　　　　　　　　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法
を用いた簡便法を適用しております。

⑤　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。
なお、在外子会社等の資産・負債および収益・費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めております。
⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約につい
ては振当処理の要件を満たしているものは振当処理を採用しており、
当連結会計年度においては全て振当処理をしております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建予定取引
なお、当連結会計年度末においては、残高はありません。

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　主として当社は、外貨建予定取引の短期の為替変動リスクをヘッジす
るために為替予約を実施しております。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却しておりま

す。
⑧　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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２．追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
⑴　株式給付信託（ＢＢＴ）

当社は、執行役に対し中長期に至る業績向上と企業価値の増大への貢献意識を高めるため、執行役に対
する株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しております。
① 取引の概要

本制度は、予め当社が定めた執行役株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の執行役に対し
当社株式を給付する仕組みです。

当社は執行役に対し、毎年業績に連動してポイントを付与し、退任時に当該付与ポイントに相当する当
社株式を給付します。執行役に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め
取得し、信託財産として分別管理するものとします。

② 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己

株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は95,800千円、株式数は91
千株であります。

⑵　株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）
当社は、株価および業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株式を給付

するインセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を導入しております。
① 取引の概要

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株
式を給付する仕組みです。

当社は従業員に対し、毎年利益に関して一定の条件を満たした場合の利益水準に応じてポイントを付
与し、退職時に当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式につい
ては、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

② 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己

株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は125,640千円、株式数は
120千株であります。
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３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

預金 4,795千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 14,670,326千円

⑶　受取手形（輸出手形）割引高 18,530千円

⑷　事業用土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）および土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき事業用土地の再評価を行い、評価差額に
ついては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ
を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定
資産税評価額および第２条第４号に定める地価税法に基づいて合理的な調整を行い算出する方法によっ
ております。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△286,370千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 23,000千株 -千株 -千株 23,000千株

　⑵　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 887千株 0千株 40千株 847千株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取による増加であります。
２．普通株式の自己株式の株式数の減少40千株は、ストック・オプションの権利行使による減少でありま

す。
３．普通株式の自己株式の当連結会計年度末の株式数には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ

口）が所有する株式（当連結会計年度期首211千株、当連結会計年度末211千株）が含まれておりま
す。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2019年５月20日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 401,831千円
（注）配当の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する

配当金3,807千円が含まれております。
・１株当たり配当金額 18円
・基準日 2019年３月31日
・効力発生日 2019年６月４日

ロ．2019年10月30日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 401,884千円
（注）配当の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する

配当金3,807千円が含まれております。
・１株当たり配当金額 18円
・基準日 2019年９月30日
・効力発生日 2019年12月６日
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
2020年５月18日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 402,547千円
（注）配当の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する

配当金3,807千円が含まれております。
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 18円
・基準日 2020年３月31日
・効力発生日 2020年６月２日

　⑷　当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
2 0 1 3 年 ７ 月 3 1 日
取 締 役 会 決 議 分

2 0 1 4 年 ７ 月 3 1 日
取 締 役 会 決 議 分

目 的 と な る
株 式 の 種 類 普通株式 普通株式

目 的 と な る
株 式 の 数 37,000株 57,000株

新 株 予 約 権
の 残 高 37個 57個
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５．金融商品に関する注記
　⑴　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、生活日用品等の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を調
達し、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内管理規程に基づいてリスク低減を図っております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価の把握を行っております。
支払手形及び買掛金、電子記録債務ならびに未払金は、一年以内の支払期日であります。

　⑵　金融商品の時価に関する事項
2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額（千円） 時  価  額 （ 千 円 ） 差 　 　 額 （ 千 円 ）

① 現 金 及 び 預 金 10,159,371 10,159,371 －

② 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 5,796,565 5,796,565 －

③ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 5,840,283 5,840,283 －

資 産 計 21,796,220 21,796,220 －

④ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,592,353 2,592,353 －

⑤ 電 子 記 録 債 務 2,614,720 2,614,720 －

⑥ 未 払 金 2,978,376 2,978,376 －

負 債 計 8,185,450 8,185,450 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項
⑴　資産のうち、①現金及び預金、②受取手形及び売掛金については、短期間で決済されるため、時価

は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。③投資有価証券については、株
式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関等から提示された価格に
よっております。

⑵　負債のうち、④支払手形及び買掛金、⑤電子記録債務、⑥未払金については、短期間で決済される
ため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　　　２．非上場株式（連結貸借対照表計上額55,158千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて
困難と認められることから「③投資有価証券」には含めておりません。
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６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,337円42銭
⑵　１株当たり当期純利益金額 102円19銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額の算
定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（当連結会計年度211千株）。
また、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお
ります（当連結会計年度211千株）。

７．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　有価証券の評価基準および評価方法
①　子会社株式および関連会社株式　移動平均法による原価法を採用しております。
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており
ます。

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
なお、債券については償却原価法（定額法）を採用しております。

⑵　たな卸資産の評価基準および評価方法
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

⑶　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および
構築物は定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～50年
構築物 ７～45年
機械及び装置 ２～17年
車両運搬具 ２～５年
工具、器具及び備品 ２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについて
は、社内における利用可能期間（主として５年）に基づいております。

③　長期前払費用　　　　　　　　　定額法を採用しております。
④　リース資産　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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⑷　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個
別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

②　返品調整引当金　　　　　　　　決算期末日後の返品損失に備えるため、過去の返品率等を勘案した将
来の返品による損失予想額を計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
および年金資産の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を
発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。

⑤　役員株式給付引当金　　　　　　内規に基づく執行役への当社株式の交付に備えるため、当事業年度末
における株式給付債務の見込額を計上しております。

⑸　外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。
⑹　ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約につい
ては振当処理の要件を満たしているものは振当処理を採用しており、
当事業年度においては全て振当処理をしております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建予定取引
なお、当事業年度末においては、残高はありません。

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　主として外貨建予定取引の短期の為替変動リスクをヘッジするために
為替予約を実施しております。

⑺　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却しておりま

す。
⑻　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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⑼　退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの

会計処理の方法と異なっております。

２．追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
⑴　株式給付信託（ＢＢＴ）

執行役に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結注記表の「２．追加情
報」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

⑵　株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）
従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結注記表の「２．追加情

報」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。
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３．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 14,065,263千円
⑵　保証債務　借入保証

Ｓ．Ｔ．（タイランド） 558,089千円
シャルダン（タイランド） 116,686千円

⑶　関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 556,106千円
長期金銭債権 1,554,734千円
短期金銭債務 508,896千円

⑷　受取手形（輸出手形）割引高 18,530千円
⑸　事業用土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）および土地の再評価に関する法律の一
部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき事業用土地の再評価を行い、評価差額に
ついては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ
を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定
資産税評価額および第２条第４号に定める地価税法に基づいて合理的な調整を行い算出する方法によっ
ております。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△286,370千円
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４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

関係会社に対する売上高 3,829,123千円
関係会社からの仕入高 6,782,717千円
関係会社との営業取引以外の取引高 923,451千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末 の
株 式 数

普 通 株 式 887千株 0千株 40千株 847千株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取による増加であります。
２．普通株式の自己株式の株式数の減少40千株は、ストック・オプションの権利行使による減少でありま

す。
３．普通株式の自己株式の当事業年度末の株式数には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）

が所有する株式（当事業年度期首211千株、当事業年度末211千株）が含まれております。
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６．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払賞与 134,266千円
返品調整引当金 36,580千円
たな卸資産評価損 14,972千円
退職給付引当金 362,218千円
確定拠出年金移行に伴う未払金 15,107千円
役員退職慰労引当金 35,562千円
役員株式給付引当金 23,714千円
投資有価証券評価損 63,989千円
その他 187,815千円

　繰延税金資産　小計 874,227千円
評価性引当額 △127,473千円
繰延税金資産　合計 746,753千円

繰延税金負債
買換資産圧縮積立金 △10,864千円
前払年金費用 △7,787千円
その他有価証券評価差額金 △985,307千円
その他 △7,791千円

繰延税金負債　合計 △1,011,751千円
繰延税金負債の純額 △264,997千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
（関連会社等）

種 類 会 社 等 の
名 称 住 所 資 本 金

(千円) 事業の内容
議決権等の
所 有 割 合

（％）

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
(千円) 科 目 期 末 残 高

(千円)

子会社
エステーマ
イコール株
式会社

栃木県
栃木市 90,000 カイロの製

造、販売
所有
直接100.0％

製品・商品
の供給
役員の兼任

運転資金の
貸付 500,000 - -

設備投資
資金の貸付 1 , 5 0 0 , 0 0 0

その他の流
動資産
関係会社
長期貸付金

59,505

1 , 3 8 2 , 5 1 2

利息の受取
(注)２ 43,437 - -

固定資産の
譲渡

(注)３
1 , 2 6 0 , 4 3 0 - -

土地・建物
の賃貸

(注)４
102,000 - -

製品の仕入
(注)５ 3 , 7 3 6 , 6 0 0 買掛金 176,502

子会社
Ｓ ． Ｔ ．
(タ イ ラ ン
ド)

タイ国 千THB
142,000

消臭芳香剤・
手袋等の製
造、販売

所有
直接76.3％

製品・商品
の仕入及び
供給
役員の兼任

運転資金の
貸付

(注)６
100,000

その他の流
動資産
関係会社
長期貸付金

11,111

172,222

利息の受取
(注)２ 1,877 - -

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。
２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
３．固定資産の譲渡価格は、交渉の上、帳簿価額としております。
４．市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しております。
５．製品の仕入については、総原価を勘案して価格交渉の上、合理的に決定しております。
６．Ｓ．Ｔ．（タイランド）への貸付金に対し、7,836千円の貸倒引当金を計上しております。

また、当事業年度において7,836千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
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８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,246円69銭
⑵　１株当たり当期純利益金額 100円54銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額の算
定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（当事業年度211千株）。
また、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお
ります（当事業年度211千株）。

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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